
事業年度報告について 

 

１ 報告の概要 

  公立大学法人における年度計画及び各事業年度に係る業務の実績に関する評価（「事業

年度評価」）の廃止を踏まえて行う「事業年度報告」は、次のとおり、業務負担の軽減を

図りながら実施していくこととしたい。 

 

（１）「公立大学法人山口県立大学の業務の実績に関する評価の実施要領」の評価の種類

等の規定を参考に、「事業年度報告」として実施（同要領には規定しない）。 

区分 種  類 対  象 趣  旨 実施時期 

廃

止

後 

事業年度 

報  告 

各事業年度における 

中期計画の進捗状況 

中期目標の達成に

向けた中期計画の

進捗度の確認 

当該事業年度の終

了後概ね５月以内 

廃

止

前 

事業年度 

評  価 

各事業年度における 

中期計画の進捗状況 

中期目標の達成に

向けた中期計画の

進捗度の点検 

当該事業年度の終

了後概ね５月以内 

 

（２）「事業年度評価」廃止後の評価・報告スケジュール 

年  度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

中期計画 
第 3期 第 4期 

R5 H30-R5 R6 R7 R8 R9 R6-R9 R10 R11 R6-R11 

実績評価  ○     ○   ○ 

実績報告   ○ ○ ○   ○   

※４年後の中間評価及び６年後の最終評価の年度では、「事業年度報告」は負担軽減の

観点から実施しない。 

 

２ 評価と報告の違い（最小単位別評価のイメージ） 

区  分 

報告対象（評価対象） 

事業年度報告 
事業年度評価 

（改正により廃止） 
備 考 

数値目標を掲げる計画 

例）・試験合格率 100% 

・就職決定率 100%  

各年度の実績値 
（合格率○％、就職率
□％など） 

各年度の実績値 
（合格率○％、就職率
□％など） 

 

数値目標以外の目標を
掲げる計画 

各年度の取組実績
（「○を作成」「□を図
った」など） 

各年度の取組実績
（「○を作成」「□を図
った」など） 

 

評語 

取組計画を十二分に
達成・十分達成・概ね
達成・やや未達成・未
達成 

年度計画を十二分に
達成・十分達成・概ね
達成・やや未達成・未
達成 

年度計画に代え、中期
計画に対する取組計
画を作成（法人が任意
で実施） 

様式 

別添様式 「公立大学法人山口
県立大学の業務の実
績に関する評価の実
施要領」に基づく様式 

年度報告の様式は、同
要領には規定しない
（様式は法人の負担
軽減の観点で設計） 

資 料 ８ 



通知の受理
評価結果の通
知・報告・公
表○○○○○

９月

事業年度報告

法　人 評価委員会 知　事

８月

６月
業務実績報
告書の提出

業務実績報
告書の受理

７月

報告の受理

評価結果を議
会に報告○○

事業年度報告の実施日程

評価書原案の
作成(事務局)

評価書原案の
決定○○○○

検討
評価書原案に
関する法人意
見聴取○○○

評価書原案に
関する法人意
見提出○○○

評価書の確定
※必要に応じ
て臨時評価委
員会を開催○

事業年度評価（廃止）

法　人 評価委員会 知　事

業務実績報
告書の提出

業務実績報
告書の受理

【 法人の負担軽減 】

評価委員会

➢業務実績に係る法人に対する

質疑応答・意見交換○○○

評価委員会（１回目）

➢業務実績に係る法人に対する

質疑応答・意見交換○○○

評価委員会 (２回目）

➢評価書原案に係る審議

≪事業年度報告≫

１ 自己評価報告書

の作成（担当部局）

２ 自己評価報告書

の取りまとめ（法人経営部）

３ 自己評価報告書

を評価委員会に提出（法人）

※「業務実績報告書」を使用せず、法人が作成

する「自己評価報告書」を使用することによ

り、業務の負担を軽減

≪事業年度評価≫

１ 自己評価報告書

の作成（担当部局）

２ 自己評価報告書

の取りまとめ（法人経営部）

３ 自己評価報告書から業務実績報告書（評

価実施要領の様式）を作成（法人経営部）

４ 業務実績報告書

を評価委員会に提出（法人）

廃 止


